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平成23・24年度の予算措置の状況
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【平成23年度】
＜公立学校施設＞
・公立学校施設整備費 80,468百万円の内数【一般会計】
＜国立学校施設＞
・国立大学法人等施設整備費　43,740百万円の内数【一般会計】
＜私立学校施設＞
・私立高等学校等施設高機能化整備費　1,688百万円の内数【一般会計】
【平成23年度（第１次補正）】
＜公立学校施設＞
・公立学校施設整備費 34,015百万円の内数【一般会計】
【平成23年度（第３次補正）】
＜公立学校施設＞
・公立学校施設整備費  162,696百万円の内数【一般会計】
【平成24年度】
＜国立学校施設＞
・国立大学法人等施設整備費　46,938百万円の内数【一般会計】
＜公立学校施設＞
・公立学校施設整備費  124,581百万円の内数【一般会計・復興特会】
＜私立学校施設＞
・私立高等学校等施設高機能化整備費　4,885百万円の内数【一般会計・復興特会】

施策の内容

以下のような予算措置を図るとともに、平成23年３月に特別支援学校施設を計画・設計する際の留意点
を示した「特別支援学校施設整備指針」を改訂、また、24年５月には特別支援学校の先進的な整備事
例を集めた事例集を作成して各都道府県等に対し周知。

＜国立学校施設＞
国立大学法人等施設について、「第３次国立大学法人等施設整備５か年計画」に基づき、計画的・重点
的整備を支援する。
＜公立学校施設＞
公立学校施設整備費：特別支援学校の施設整備や、公立の小中学校等施設のバリアフリー化等を含
む、学校施設の整備に関する事業を支援する。
＜私立学校施設＞
私立学校施設におけるバリアフリー化等の高機能化に必要な整備を支援する。

施策の進捗状況及び今後の予定

以下のように予算確保に努めるとともに、指針や事例集について、研修会等を通して、普及啓発に努め
る。
＜国立学校施設＞
小中学校等の施設のバリアフリー化に関して、各国立大学法人等から要望があれば、それに応えること
ができるよう予算の確保に努める。
＜公立学校施設＞
公立学校施設整備費においては、地方公共団体からの申請があり、補助要件に合致していれば、対応
を検討。
＜私立学校施設＞
私立学校の施設整備について引き続き、小中学校等の施設のバリアフリー化に関して、学校法人等の
要望に応えることができるよう予算の確保に努める。
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【平成23年度】
・特別支援教育総合推進事業　253百万円【一般会計】
・特別支援教育就学奨励費負担等 7,583百万円【一般会計】
【平成24年度】
・特別支援教育総合推進事業　124百万円【一般会計】
・特別支援教育就学奨励費負担等 7,844百万円【一般会計】

施策の内容

○発達障害を含む全ての障害のある幼児児童生徒の支援のため、関係機関との連携、学校への巡回
相談や専門家チームによる支援、研修体制の整備・実施等により、特別支援教育の体制整備を推進。
○特別支援学校及び特別支援学級等への就学の充実を図るため、障害のある児童生徒等の保護者等
の経済的負担を軽減するために必要な経費を援助。また、学校現場等における特別支援教育の体制
整備に要する経費を補助しており、これについては平成23年度までの委託事業を補助金化し、24年度
より計上。
○保護者等の経済的負担を軽減するための援助については、福島県内においても保護者等からの申
請に基づき、必要な経費の援助を実施。体制整備の推進については、福島県の行う事業についても、
事業計画に応じて補助を実施。

施策の進捗状況及び今後の予定

○中央教育審議会初等中等教育分科会報告「共生社会の形成に向けたインクルーシブ教育システム
構築のための特別支援教育の推進」を踏まえ、インクルーシブ教育システム構築に向けた特別支援教
育の体制整備の推進等に関して、地方公共団体等の要望に応えることができるよう予算の確保に努め
る。

平成23・24年度の予算措置の状況
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